
今年も昨年に続き木枯らし1号は吹きませんでした、これも気象変動の一環なのでしょうか。

これから空気が乾燥すると、インフルエンザの蔓延が心配です。

皆様におかれましては、うがい・手洗い・加湿器用意で、お元気にお過ごしのほどお願い申し

上げます。

さて、テレビを眺めつつ｢この時期にサクラの話題かい、それにしてもサクラに比べ潔さのない

輩だな！」と想う事務局より｢会員ニュース(104号)｣をお届けいたします。

(2019年11月、色づく銀杏並木、栃木県の会員中山様よりご投稿いただきました。）

１．11月1日、経産省HPに｢住宅用太陽光発電の固定価格での買取期間が順次満了を迎えます」

が掲載されました。

2009年11月にスタートした余剰電力買取制度の適用を受けた住宅用太陽光発電設備は、2019

年11月以降、固定価格による10年間の買取期間が順次満了を迎えます。

資源エネルギー庁では、買取期間終了後の円滑な移行に向けて、特設サイトによる情報提供

や問い合わせ窓口の設置を行います。

とのことです。

詳細は、別紙資料｢太陽光発電固定価格買取満了｣をご参照ください。

なお、｢特設サイト」へは、以下のHPアドレスより訪問できます。

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/solar-2019after/

２０１９．１１（１０４号）

日本電気管理技術者協会

事務局 担当



２．11月8日、電力安全課のHPに｢『電気事故速報値』を更新しました。｣が掲載されました。

恒例の「電気事故速報値」の更新です。

関東東北産業保安監督部 管内での「感電死亡事故”０”」は、10月も継続されています。

詳細は、添付資料｢電気事故速報値（019年.10月末）｣をご参照ください。

３．11月25日、経産省のHPに「電力安全小委員会 電気保安人材・技術WG(第3回)｣が開催
され、資料等が掲載されました。

WG開催に伴い掲載された資料に｢電気保安人材・技術WG中間報告」があり、電気保安人材を

めぐる課題や電気保安のスマート化等について報告案がまとめられておりました。

これからの電気保安業界の動向を知るうえで、大変貴重な内容と思われます。

詳細は、別紙資料｢電気保安人材・技術WG(第3回)議事次第｣を参照ください。

なお、資料本文｢～中間報告｣はA4で27頁・2.7GBとデータ量が大きく添付できません。

以下のアドレスより訪問して入手いただくか、事務局にご請求ください。

https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/hoan_shohi/denryoku_anzen/hoan_jinzai/003.html

４．11月25日、電力安全課のHPに｢電子申請の利用説明会のお知らせ｣が掲載されました。

外部委託承認申請等の手続きについて、ネットを利用した電子申請が可能となるよう準備を

行っています。とのことで、12月9日にまずは保安法人を対象に説明会が開催されます。

事務局では、参加できない法人会員の皆様の代理として出席し、資料等を確保する予定です。

詳細は、資料「電子申請の利用説明会開催のお知らせ」をご参照ください。

事務局より

電安課への申請書類の年末年始の許可・承認予定をお知らせします。

１月７日(火）以降は、平常どおりです。

お急ぎの申請書類は、お早めにご手配ください。

（お休み中、協会 ℡03-5985-4188 は、事務局携帯へ 転送扱いといたします）

事務局の年末年始休の予定は、以下の通りです。

２０１９年１２月２８日（土）～２０２０年１月５日（日）

１月８日(水）

１月１０日(金）

１月１４日(火）

許可・承認日

１２月２７日(金）

１２月２７日(金）

１月６日(月）

１月７日(火）

１２月２７日(金）

１月６日(月）

１月7日(月）

申請日

１２月２３日(月）

１２月２４日(火）

１２月２５日(水）

１２月２６日(木）





令和元年10月31日時点

平成３０年度

1 (1) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 2 (2) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 3 (3)

1 (1) 0 (0) 1 (1) 2 (2) 2 (2) 1 (1) 0 (0) 4 (4) 2 (2) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 13 (13)

平成３１年度・令和元年度

0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0) 0 (0)

0 (0) 3 (3) 0 (0) 1 (1) 0 (0) 4 (4) 0 (0) 8 (8)

※１　１件の事故で複数の事故分類に該当する場合、各分類でカウントしますが、事故件数としては１になります。

　　（平成30年12月・令和元年5月に1件ずつ、「主要電気工作物破損等」、「発電支障」に該当する事故がありましたが、事故件数合計としては１件とカウントしています。）

※２　発電所における事故件数も含みます。

※３　人身の（　）は被害者数を表しています。
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※４　本値は事故速報時点であるため、確定値ではありません。自然現象等による事象も含まれます。
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産業構造審議会保安・消費生活用製品安全分科会 

電力安全小委員会 電気保安人材・技術 WG（第３回） 

議事次第 

日時  ２０１９年１１月２５日（月）１３：００～１５：００ 

場所  経済産業省別館３１２会議室 

議題 

１． 電気保安人材・技術ＷＧ中間報告（案）について 

２． 電気工事人材をめぐる現状と課題 

３． 地方分権提案について 

 

資料一覧 

○議事次第（本紙） 

○資料 

資料１   電気保安人材・技術ＷＧ中間報告（案）(事務局資料) 

資料２－１   日本電設工業協会の取組について 

(日本電設工業協会資料) 

資料２－２   全日本電気工事業工業組合連合会について 

         (全日本電気工事業工業組合連合会資料) 

資料３     追加論点の検討の進め方（案） (事務局資料) 

     資料４    地方分権提案について(事務局資料) 



 
令和元年１１月２５日   

電気保安法人 ご担当者各位 

 

         経済産業省 関東東北産業保安監督部 電力安全課 

 

電子申請の利用説明会開催のお知らせ（ご案内） 

 

 日頃より、電気保安行政にご協力をいただき、ありがとうございます。 

 さて、このたび、経済産業省では、電気事業法の外部委託承認申請、保

安規程届出等の手続きについて、インターネットを利用した電子申請が可

能となるよう、準備を行っております。このシステムの利用開始に先立ち、

電子申請にかかる利用説明会を下記のとおり開催いたしますので、ご案内

申し上げます。 

この説明会の出席には、会場の都合上、事前予約が必要となります。大

変お手数なのですが、下記の問い合わせ先までお電話又は FAXにてお申し

込み下さい。（法人番号Ｈ○○、及び参加人数をご連絡下さい。） 

なお、電子申請による受付開始は来年（令和２年）６月頃を予定してお

ります。 

※電子申請開始後も、従来通り紙による申請も受付けいたします。 

 

記 

 

開催日時：令和元年１２月９日（月）１３：３０から１６：００ 

                 （受付は１３：００開始） 

会  場：さいたま新都心合同庁舎１号館 ２階 講堂 

埼玉県さいたま市中央区新都心１番地１ 

内  容：１．電子化の背景・保安ネットの概要 

    ２．保安ネットのデモ・機能 

    ３．電子申請時のポイント 

    ４．電子化に関する依頼事項 

 

問い合わせ先：関東東北産業保安監督部 電力安全課 自家用係 

       電話番号 048-600-0388  

       FAX 送付先番号 048-601-1300  
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